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非鉄製錬業における地球温暖化対策の取り組み 

 

平成１９年１１月５日 

日本鉱業協会 

 

 

Ⅰ．非鉄製錬業の温暖化対策に関する取り組みの概要 

（１） 業界の概要 

表１．業界の概要 

 
注１） ここでいう非鉄製錬業とは、銅、亜鉛、鉛、ニッケル、フェロニッケルの５つの地金の一

次製錬業を意味し、１０グループ１８社より構成される。１８社の中にはセメント、ステ

ンレス、建材、加工事業、電子材料など多角的に事業を行っている企業もある。このため、

売上規模は、企業全体の売上ではなく、業界の市場規模を表す銅、亜鉛、鉛、ニッケル、

フェロニッケルの販売額（各品目の販売量に２００６年度のそれぞれの平均建値を乗じて

計算したもの）とした。 

 

注２） 日本鉱業協会に加盟する企業は５３社であるが、加盟企業団体の中には、販売会社、関連

コンサルタント業、休廃止鉱山の管理部門などを含む。そのため、非鉄製錬業界に該当す

る１８社を数値として掲載した。 

 

（２） 業界の自主行動計画における目標 

 

① 目標 

（現目標）２０１０年度におけるエネルギー原単位を１９９０年度比で、１０％削減する 

上記目標は、２００８～２０１２年度の平均値として達成する。 

 

（新目標）２０１０年度におけるエネルギー原単位を１９９０年度比で、１２％削減する 

上記目標は、２００８～２０１２年度の平均値として達成する。 

（２００７年１０月２３日に目標引き上げ実施） 

 
② 当該業種に占めるカバー率 
非鉄製錬（銅、亜鉛、鉛、ニッケル、フェロニッケル）に関しては、生産量カバー率 
１００％（参加企業数 １８社）。 
 

③ 上記指標採用の理由とその妥当性 

 

【目標指標の選択】 

エネルギー原単位を採用した理由は、厳しい国際競争にさらされる非鉄金属業界の中で

生き残るために、生産量の増加（経済成長）を前提としたエネルギー使用の効率化による

温暖化対策を行う必要があるためであり、需要に応じて生産量が増減する中で省エネ努力

業界全体の規模（注１） 業界団体の規模（注２） 自主行動計画参加規模 

企業数 １８社 
団体加盟企
業数 

１８社 
計画参加 
企業数 

１８社 
(100%) 

市場規模 売上高 19,040億円 
団体企業 
売上規模 

売上高 19,040億円
参加企業 
売上規模 

売上高 19,040億円
(100%) 

参考資料１ 
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を表す指標としては、エネルギー原単位が適している。 

 

非鉄製錬業界では、生産量の増減（需要）に応じてＣＯ２排出量が大きく左右される。

生産量（需要）の目標を設定することは不可能であり、ＣＯ２排出量を目標に設定するこ

とは不適当。 

また、ＣＯ２排出量は、電力の炭素排出係数をつかって算出しているが、２０１０年ま

での見通しが存在せず、増減する可能性もあることから、非鉄製錬業界の純粋な削減努力

を図る指標としては不適当。 

このため、原単位削減を目標に掲げ努力しているが、現状の見通しではエネルギー消費

量が増加するので、ＣＯ２排出量も増える見通しであり、更なる原単位の削減に向けて努

力していく。 

 

【目標値の設定】 

自主行動計画スタート時には、非鉄金属（銅、鉛、亜鉛、ニッケル）は－１２％、フェロニッケルは 

－５％という目標を立てた。この時点では、非鉄、フェロニッケルともに、削減のための具体的な技 

術的裏付けがあったわけではないが、将来の技術開発の成果を期待してやや上乗せをした目標を 

立てた。２００３年度より、非鉄金属と、フェロニッケルのそれぞれの目標を一本化するため、それぞ

れの目標値を合わせたトータルでのエネルギー原単位－９．８%相当に０．２%上乗せした－１０%を

新たな目標（現目標）として実現に向けて努力することとなった。 
 

２００６年度は、エネルギー原単位が－１５．５％となった。非鉄製錬業界では、鉱石品位 
が低下する傾向が続いており、特にフェロニッケルにおいては、１９９０年度のＮｉ品位を１００％とすると、 
２００６年度は－８．３％低下（実績）、２０１２年度は－１０．８％まで低下の見通しである。鉱石品位低 
下に伴って鉱石処理量が増加し、エネルギー消費量もそれに伴って増加する。従って、鉱石品位低下 
によるエネルギー原単位の悪化が予想されるので、大幅な目標引き上げは困難であるが、新目標と 
して１２％削減へ引き上げすることにした。 
 

④ その他指標についての説明 

生産量は鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報、エネルギー消費量は石油等消費動態統計

月報。但しニッケルとフェロニッケルに関しては業界データ。 
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（３）目標を達成するために実施した対策と省エネ効果 

２００６年度に実施した省エネルギーの対策事例は７９件の報告がある。投資額は４４８９百

万円であった。効果は、エネルギー削減量（原油換算）２７千 kＬ、ＣＯ２削減量６９千ｔと

なっている。 

表２．省エネ対策と効果（主要なもの） 

 
省エネ効果 投資額 百万円 実施した対策 

（主要なもの） 
原油 

換算 

千ｋl 

CO2 

削減量 

千 t-CO2 

99 年 00 年 01 年 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年 

銅：廃熱ボイラー熱効率向上 2.95 3.55 635        

銅：硫酸触媒変更 0.47 0.58 171        

銅：繰り返し物削減で燃料削減 1.61 5.64  0        

銅：酸素プラント効率向上 3.89 5.02  2,600       

銅：ASR 処理で石炭削減 13.74 48.21  2,000       

銅：コンピューター制御最適化 2.0 2.56    0       

亜鉛：溶鉱炉廃熱回収強化 3.46 4.47   350      

FeNi：キルン燃焼効率向上 2.45 7.66   233      

銅：転炉廃熱ボイラー効率向上 0.34 0.44   230      

亜鉛：焼結機酸素吹き込み 0.78 3.26   160      

FeNi：廃プラ利用で石炭削減 3.96 13.90    0      

亜鉛：整流器更新による効率 up 0.12 0.14    400     

銅：ASR 処理プラント建設によるサーマル

リサイクルの実施 

10.0 27.72    2,945     

銅：硫酸プラントシングル化 2.69 7.44    0     

FeNi：廃プラを燃料として利用 3.43 12.06    0     

銅：硫酸転化器ボイラー新設熱回収 3.26 4.21     250    

銅：蒸気タービン増設発電量の増加 2.29 2.97     1,470    

銅：酸素プラント増設による電力原単位の

削減 

1.46 1.87     1,060    

銅：古いボイラーの廃止集約化 9.0 41.83       0    

銅：各種改善活動によるコークス使用量削

減 

4.77 19.94       0    

亜鉛：各種改善活動による電解電力原単位

の削減 

2.74 3.52       0    

FeNi：炉内温度の低温操業による石炭の削

減 

2.31 8.14       0    

FeNi：キルンの燃料として廃プラスチック

を利用 

2.83 9.38       0    

銅：精鉱乾燥設備燃料転換(注 1) 4.73 13.49     677    

銅：SO3 クーラー導入で廃熱回収 3.39 7.55      260   

銅、FeNi：再生油の利用 4.16 11.51       0   

銅：精製炉稼働数集約 2.23 6.16       0   

銅；硫酸ＳＯ２ブロワインバータ化 3.31 4.94       92  

銅：スーパーヒータ燃料に再生油利用 3.08 8.54        0  

銅：環境集煙排風機インバータ 化 0.40 0.59       24  

銅：硫酸転化器ボイラー新設熱回収 1.78 2.66       250  

銅：自熔炉操業改善コークス削減、 

プレコンバータ設置排熱回収、 

パーマネントカソード方式導入、 

再生油の利用Ｃ重油削減 

シュレッダー処理石炭削減 

 

 

7.09 

 

 

 

 

20.22 

 

 

        

 

3,770 

 

 

亜鉛：予熱炉コークスロス削減 

電解操業改善電力原単位削減 

3.39 10.26 

 

       0 

 

FeNi：再生油の利用Ｃ重油削減 

廃プラスチックの利用石炭削減 

5.70 16.36        0 

その他 * * 400 337 376 176 93 64 592 719 

    合 計 119.81 336.79 1,206 4,937 1,349 3,521 3,550 324 958 4,489 

１９９０～１９９８年度の投資額は３８２億円、１９９９～２００５年度の投資額は２０３億円 

注１：投資年度は２００３年、省エネ効果は２００４年より 
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（４）今後実施予定の対策（主要なもの） 

これまでの取組に加え、以下の対策等を行う事により、２０１０年までに非鉄製錬業界

全体で原油換算約２０千 kl を見込んでいる。なお、表３．に掲げる項目以外は個別企業毎

の独自の対策であり、削減効果、投資額のデータは公表されていない。 

 

表３．今後実施予定の省エネ対策と効果 

 

省エネ効果 投資額 百万円 備考 今後実施予定の対策 

（主要なもの） 原油換算

千ｋＬ

CO2 削減量

千 t-CO2 
2007 年 2008 年 2009 年 2010 年  

銅：プレコンバータ設置による廃熱回収, 

電解工場電力削減、燃料の削減 

  7.88   16.38  1,100     

亜鉛：送風除湿強化、燃料転換、 

   ファン駆動電動機インバータ化 

 0.36 

 

 1.50   111     

FeNi：石炭粒度変更による燃焼効率向上、 

      排風機等駆動電動機インバータ化 

3.82 

 

10.78 98     

その他（３５件）       275     

合 計 12.06 28.66 1,584     

銅：自熔炉操業改善コークス削減 1.13 4.68      

鉛；高効率トランスへ更新     50    

FeNi：原料乾燥燃料の低減,キルン他駆動

電動機インバータ化 

2.09 4.54 

 

   520    

その他（１９件）     38    

合 計 3.22 9.22  608    

銅：転炉ブロワー更新による電力削減 1.17 1.53   550   

鉛：リジェネバーナー導入     100   

その他（９件）      30   

合 計 1.17 1.53   680   

亜鉛：溶鉱炉排ガス発電(1500KW),蒸留炉

未燃コークス回収 

     未定  

FeNi：電気炉電力原単位低減、ドライヤー

乾燥効率改善、ダスト処理最適化に

よる燃料原単位削減 

4.31 6.73      

その他（２７件）      270  

合 計 4.31 6.73        270  

総 計  20.76      46.14      
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（５）エネルギー消費量・原単位、二酸化炭素排出量・原単位の実績及び見通し  

 

表４．生産量、エネルギー消費量・原単位、二酸化炭素排出量・原単位 

 

2010 年 

 

1990 

年度 

1997 

年度 

1998 

年度 

1999 

年度 

2000 

年度 

2001 

年度 

2002 

年度 

2003 

年度 

2004 

年度 

2005 

年度 

2006 

年度 
見通し 現目標 

生産量                       

合計（千 t) 2,325 2,505 2,482 2,605 2,746 2,699 2,667 2,707 2,660 2,671 2,766 3,047 3,047 

対９０年度比   7.8% 6.8% 12.1% 18.1% 16.1% 14.7% 16.5% 14.4% 14.9% 19.0% 31.0% 31.0% 

エネルギ消費

量                       

合計（千 kl） 2,053 2,101 2,130 2,185 2,203 2,167 2,150 2,155 2,157 2,076 2,062 2,351 2,421 

対 90 年度比   2.4% 3.8% 6.5% 7.3% 5.6% 4.7% 5.0% 5.1% 1.1% 0.5% 14.5% 17.9% 

CO2 排出量                        

（千ｔCO2） 4,865 4,833 4,813 4,937 5,051 5,028 5,024 5,164 5,101 4,972 4,825 5,090 5,200 

対 90 年度比   -0.7% -1.1% 1.4% 3.8% 3.3% 3.2% 6.1% 4.7% 3.6% -0.8% +4.6% +6.9% 

エネルギ原単

位                        

合計（kl/t） 0.883 0.839 0.858 0.839 0.802 0.803 0.806 0.796 0.811 0.777 0.746 0.772 0.7947

対 90 年度比  -5.0% -2.8% -5.0% -9.1% -9.1% -8.7% -9.8% -8.1% -12.0% -15.5% -12.5% -10.0%

CO2 排出原単

位                        

t－CO2／t 2.092 1.929 1.939 1.895 1.839 1.863 1.884 1.908 1.918 1.861 1.744 1.670 1.707 

対 90 年度比   -7.8% -7.3% -9.4% -12.1% -10.9% -9.9% -8.8% -8.3% -11.0% -16.6% -20.0% -18.4%

2010 年 

 

1990 

年度 
見通し 新目標 

生産量       

合計（千 t) 2,325 3,047 3,047 

対９０年度比   31.0% 31.0% 

エネルギ消費

量       

合計（千 kl） 2,053 2,351 2,367 

対 90 年度比   14.5% 15.3% 

CO2 排出量       

（千ｔCO2） 4,865 5,090 5,125 

対 90 年度比   +4.6% +5.3% 

エネルギ原単

位       

合計（kl/t） 0.883 0.772 0.777 

対 90 年度比  -12.5% -12.0% 

CO2 排出原単

位       

t－CO2／t 2.092 1.670 1.682 

対 90 年度比   -20.0% -19.6% 

 

（注）１．本表は２０１０年度の削減見通し（対策後）と目標を原油換算値と併せて表示し

たもの。 

２．太枠で囲った部分が自主行動計画において非鉄製錬業業界が目標とする項目及び

数値。 

３．２０１０年の生産量は現時点の予測に基づいた（毎年修正）。 

＊各品目ともに、参加各社の生産予測によるもので、品目により、増減の予測は異な

るが最終的にはトータル量で経済指標と大きな乖離はない。 

４．電気の使用に伴う二酸化炭素排出原単位は電気事業連合会の改定発電端に基づい

ている。 

５．燃料種別発熱量は資源エネルギー庁資料２（燃料種別使用料データ様式）に基づ

いている。２００５年度は燃料の発熱量の改訂があり、その結果、２００５年度の
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エネルギー消費量が－５３千 kl 減少。２，１２９千 kl から２，０７６千 kl に訂

正した。 

６．電力の使用に伴う二酸化炭素排出原単位（炭素排出係数）が、１９９０年度まで

遡って改訂があり、１９９０年～２００５年度までのＣＯ２排出量、ＣＯ２排出原

単位を訂正した。 

７．生産量は鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報、エネルギー消費量は石油等消費動

態統計月報。但しニッケルとフェロニッケルに関しては業界データ。 

８．有効数字の関係で合計値があわない場合がある。 

９．２０１０年度のＣＯ２排出量見通しに関しては、購入電力分原単位の改善を見込

んでいる。 

１０．２０１０年度の目標値はエネルギー原単位。他はエネルギー原単位から逆算し

た数値。 

またＣＯ２排出量に関しては、購入電力分原単位の改善を見込んだ数字。 

１１．２０１０年のＣＯ２排出量の目標値に関しては、２０１０年対策後のＣＯ２排

出量見通しの値をベースにエネルギー原単位の目標値と見通し値で比例配分したも

の。また２０１０年度のＣＯ２排出原単位についても、上記排出量と生産量をベー

スに算出したもの。 

 

Ⅱ．産業部門における取組 

 

＜目標に関する事項＞ 

（１） 目標達成の蓋然性 

         

① ２０１０年度における目標達成の蓋然性 
 

２００６年度は、エネルギー原単位が 0.746kl/t と好転し、９０年度比－１５．５％と

なった(表４．参照)。 

 

２００６年度の銅、亜鉛、フェロニッケルの主要３品目をエネルギー使用の点で個別に見

ると、対前年比でエネルギー原単位指数(図２．参照)が、フェロニッケルは 1.037→1.068、

＋３．０％、亜鉛は 0.922→0.940、＋２％と悪化した。銅は 0.730→0.713, －２．３％と好

転した。銅のエネルギー原単位（指数）好転の理由は、生産量の増加と省エネ効果がでたこと

によるもの。 

 

２００６年度は、省エネ対策が順調であったことに加えて、原単位が低い銅の生産が好調で

あったこと、原単位が高いフェロニッケルの生産が一時的に減少（大規模な設備更新計画工事

実施による）したことにより、全体のエネルギー原単位削減が好調であった。 

しかしながら、非鉄製錬業界では、鉱石品位が低下する傾向が続いており、特にフェロニッ

ケルにおいては、１９９０年度のＮｉ品位を１００％とすると、２００６年度は－８．３％低

下（実績）、２０１２年度は、－１０．８％まで低下の見通しである。鉱石品位低下に伴って

鉱石処理量が増加し、エネルギー消費量もそれに伴って増加する。従って、鉱石品位低下によ

るエネルギー原単位の悪化が予想されるため、更なる省エネ努力が必要である。 

 

非鉄製錬業では、上述の通り目標の達成に向け、各社毎に積極的に対策を行っているが、今

後も更なる省エネ努力及び、特に銅部門での生産性向上等が見込まれる。非鉄製錬業全体では、

表３．に掲げる対策等が順調に行われた場合、原油換算－２０千 kl の削減を見込んでいる。 
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今後実施予定の対策としては、表３．に掲げた対策の他、未利用熱の回収（銅硫酸転化工程

での廃熱ボイラの新設、再生油・廃プラスチックの利用）、更なる廃熱回収の効率化（ドライ

ヤー熱風装置効率向上、タービン発電効率向上）、設備対策と操業の工夫による効率向上（電

解の電力削減、送風機・排風機などの容量最適化とインバータ化）など、様々な施策が予定さ

れている。 

２０１０年のエネルギー原単位の見通しは以下によって、算出している。 

２０１０年生産量予想値：３，０４７千 t（鉱種毎の業界見通しにて算出） 

２０１０年エネルギー消費量（対策前）：２、３７１（ＢＡＵ２，４２４－発熱量改訂による

削減分５３）千 kl（鉱種・エネルギー種別毎に生産量の増加率を掛けて算出） 

２０１０年までに行う対策による予想エネルギー消費削減量（積み上げ）：－２０千 kl 

２０１０年のエネルギー消費量＝２，３７１千 kl－２０千 kl＝２，３５１千 kl 

２０１０年のエネルギー原単位＝２，３５１千 kl／３，０４７千 t＝０．７７２kl／t 

 

以上のことから、２０１０年のエネルギー原単位は対１９９０年比で－１２．５％（発熱量

改訂による削減推定分＋省エネ対策による削減分の合計）となることが予想され、目標達成は

可能と考えている。 

 

② 目標達成が困難になった場合の対応 
 

上述の対策が順調に行われた場合、目標達成は可能と考えているが、見通し以上の増産等に

備え、今後は、新たな省エネ対策他の対応を検討する。 

 

③ 目標引き上げに関する考え方 
 

２００６年度は、エネルギー原単位削減目標値を大きく上回った。また、ＣＯ２排出量も対 

９０年度比で、－４万トン減少した。ＣＯ２排出量は、３度目の９０年度比以下であった。 

これは、更なる省エネ努力の他に、燃料発熱量の改訂（原油換算－５３千 kl 削減に相当）、 

電力の炭素排出係数の改善及び原単位が相対的に大きいフェロニッケルの一時的な減産（大

規模な設備更新計画工事実施による減産）が加わった相乗効果により減少したものである。 

フェロニッケルは９０年度から継続して増産傾向である。現在、全体のエネルギー消費量の 

３７％を占めており、鉱石品位の継続低下（鉱石品位の低下は、９０年度から継続し、２０

０６年度までに－８．３％低下、２０１２年度は－１０．８％低下の見込みである）による

生産効率の悪化が省エネ対策努力を上回るため、エネルギー消費が増加している。２００６

年度は一時的な減産であったが、２００８年度以降は増産する見込みであるため、エネル

ギー消費量の増加にともない、全体の原単位の悪化が予想されている。 

従って、大幅な目標引き上げは困難であるが、しかし、これまでの実績と２０１０年度の

見通しを踏まえ、原単位削減目標の更なる引き上げを、検討している。（２００３年度より目 

標を一元化した際に、０．２％引き上げて－１０％に目標設定した） 

８月から引き上げを検討してきたが、その結果、１０％より１２％削減へ引き上げ、新目標の実現に 
向けて努力することにした。 
 
目標引き上げの根拠は、銅製錬の集約化、増強投資があり、今後更に、エネルギー消費の削減期待 

があること、フェロニッケルが設備更新を実施したため、増エネから省エネへの転換の期待があること、 
燃料発熱量の効率化があったことなどが挙げられる。 
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なお、２０１０年度の見通しは、最も順調にいった場合の見通しであり、算定値には鉱種、 

生産量、鉱種毎に異なる電力構成（電力、ガス、石炭、重油等）、原油換算値、設備の種類 

等の複数の要素が含まれており、今後の見通しはこれらの要素がそれぞれ変動する可能性が 

あるため、予断を許さない状況にある。このため、省エネ努力他によるＣＯ２削減も踏まえな 

がら、引き続きエネルギー原単位削減に努める。 

 

＜業界の努力評価に関する事項＞ 

（２） エネルギー原単位の変化 

 

① エネルギー原単位が表す内容 
 

エネルギー原単位は、（エネルギー使用量／活動量）で表せるが、活動量に用いられる単

位は、生産量としている。生産量トンあたりのエネルギー原単位（原油換算ｋL）を指標と

している。 

品目により原単位のレベルは異なり、また１９９０年と比較するために、１９９０年のエ

ネルギー原単位を１とし、指数化し比較する。生産量（トン）を原単位の分母とした理由は、

非鉄金属は重量のある金属素材で、価格も重量単位が基本となっている。また価格に関して

は毎日ロンドンの取引所（ＬＭＥ）で決められた相場が基準となるが、変動が大きいため、

経年変化を見るためには、エネルギー原単位の分母は販売額よりも、生産量を指標とするの

が適している。 

 

図１．エネルギー使用量２００６年     図２．エネルギー原単位指数の推移 

エネルギー使用量（原油換算ｋｌ／２００６年度）

銅 25%

亜鉛 30%

FeNi 37%

鉛 6%

ニッケル 2%

銅 亜鉛 FeNi 鉛 ニッケル

エネルギー原単位指数（１９９０年基準）の推移
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②エネルギー原単位の経年変化要因の説明 

図１．に示すように、エネルギー使用量の比率は銅、亜鉛、フェロニッケルの３品目で９

０％を超えるので、全体の原単位への影響に関してはこの３品目に注目して分析する。図２．

に各品目のエネルギー原単位の経年変化を示す。原単位削減が最も進んでいるのが銅で、つ

いでニッケルの順となる。逆に原単位削減が思わしくないのがフェロニッケルと鉛である。

フェロニッケルは鉱石の品位低下の傾向が続いている。 

銅は、廃熱ボイラーの熱効率向上、炉への繰り返し物削減や廃プラ処理量の増加による燃

料削減、自溶炉のコンピューター管理・プラントの集約化による最適化操業等により、減少

傾向が続いている。亜鉛は、溶鉱炉の操業改善、廃熱回収により、減少傾向にある。フェロ

ニッケルは、キルン燃焼効率の向上、廃プラ利用による燃料削減により、原単位が減少する

が、鉱石の品位の低下により、全体として原単位が悪化している。 
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（３） ＣＯ２排出量・排出原単位の変化 

 

①ＣＯ２排出量の経年変化要因 

 

表５．２００６年度の１９９０年度（基準年度）比、ＣＯ２排出量の増減に関する評価 

 千ｔ－ＣＯ２ 対９０年度％ 

ＣＯ２排出量（１９９０年度）     ４８６５     － 

ＣＯ２排出量（２００６年度）     ４８２５   ９９．２％ 

ＣＯ２排出量の増減       －４０   －０．８％ 

事業者の少エネ努力分     －８２９  －１７．２％ 

燃料転換による変化 －２７４ －５．７％ 

購入電力分原単位変化      ２１７    ４．５％ 

 

生産変動分      ８４６   １７．６％ 

 

２００６年度のＣＯ２排出量に関しては、燃料の発熱量と炭素排出係数の改訂があり、生

産量が増加したものの、購入電力分原単位（電力の換算係数）が 1.033→1.004 へ好転し、

前年比で－１４７千ｔ,－３％削減となった。 

１９９０年度に対して２００６年度のＣＯ２排出量増加分は－４０千ｔであった（表５．

より）。 

このうち、業界の少エネ努力、設備稼働率の変化等による削減量は－８２９千ｔ、燃料転

換による削減量－２７４千ｔ、購入電力分原単位の変化による増加量は２１７千ｔ、生産活

動の変化による増加量は８４６千ｔであった。 

生産量が１９９０年よりも１９．０％増加（表４．）したのに対し、ＣＯ２排出量は－０．

８％減少（表５．より）している。 

次に、１９９７年度から２００６年度迄の各年度のＣＯ２排出量の増減に関する評価を示

す。 

 

図３．生産量とＣＯ２排出量の推移 
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表６．ＣＯ２排出量前年度比 単位：千ｔ―ＣＯ２ 

 

  
97 → 

98 

98 → 

99 

99 → 

00 

00 → 

01 

01 → 

02 

02 → 

03 

03 → 

04 

04 → 

05 

05 → 

06 

ＣＯ２排出量 
-20.0 

-0.4%  

124.0 

2.6%  

114.0 

2.3% 

-22.9 

 -0.4% 

-4.0 

-0.1% 

140.0 

 2.0% 

-63.0 

-1.2%  

-129.0

-2.5% 

-147.0 

-1.0% 

事業者の省エネ努

力分 

110.0 

 

-111.4 

 

-224.6

 

3.1 

 

19.2 

 

-62.8 

 

94.5 

 

-213.5

 

-204.5

 

燃料転換等による

変化 

-55.0 

 

-153.4 

 

-7.9 

 

125.2 

 

-127.4

 

-3.8 

 

-25.2 

 

-62.0 

 

-107.0

 

購入電力分原単位

変化 

-31.1 

 

 152.4 

 

68.0 

 

-64.4 

 

164.0 

 

131.1 

 

-42.3 

 

70.0 

 

-6.20 

 

 

生産変動分 
-43.9 

 

 236.4 

 

262.7 

 

-86.8 

 

-59.8 

 

75.5 

 

-90.0 

 

20.8 

 

170.7 

 

 

＝97→98＝ 

 エネルギー原単位が若干悪化し、ＣＯ２排出原単位も若干悪化した。原因としては銅製錬の定

修が通常よりも多かったことと、フェロニッケルの生産減による効率低下などが挙げられる。

ＣＯ２排出量に関してはフェロニッケル減産の影響で-20 千ｔ、-0.4%と好転した。 

 

＝98→99＝ 

 電力のＣＯ２排出係数は増加したが、エネルギー原単位低下により、ＣＯ２排出原単位も減少。

省エネ要因は排熱ボイラーの熱効率向上、炉への繰返し物減少による燃料削減（以上銅）など

が挙げられる。生産量は 5.0%増加したが、CO2 排出量は＋124 千ｔ、＋2.6%増にとどまった。 

 

＝99→00＝ 

 前年に引き続き、電力のＣＯ２排出係数は増加したが、エネルギー原単位の低下により、ＣＯ

２排出原単位も減少した。省エネ要因としては、シュレッダーダスト処理による燃料削減、自

溶炉コンピューター管理による最適化操業など銅部門でのエネルギー削減が貢献した。生産量

は 5.4%増加したが、CO2 排出量は＋114 千ｔ、＋2.3%増に留まった。 

 

＝00→01＝ 

 排出原単位に関しては、各種の省エネ努力を行ったが、銅の減産による効率低下の影響と、自

家発電量の増加により若干悪化した。ＣＯ２排出量に関しては減産の影響もあって－23 千

ｔ、-0.4%と好転した。原単位改善の努力としてはシュレッダーダスト処理による石炭の削減

（銅）、熔鉱炉の操業改善、排熱回収（亜鉛）、フェロニッケルのキルン燃焼効率向上などが

挙げられる。 

 

＝01→02＝ 

 フェロニッケルのエネルギー原単位が鉱石品位の低下により悪化したが、銅の原単位改善によ

りカバーし、全体的には減産となったものの、前年並みのエネルギー原単位となった。原単位

改善の要因としてはシュレッダーダストの処理によるサーマルリサイクルの実施（前年とは別

の製錬所）、硫酸プラントの稼働集約化、燃料転換（廃プラスチックその他）などがある。電

力のＣＯ２排出係数（購入電力分原単位）は悪化、ＣＯ２排出原単位も-1.1%悪化したが、Ｃ

Ｏ２排出量は前年より－4.0 千ｔ好転した。 

 

＝02→03＝ 
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 エネルギー原単位は-1.2％改善された。改善要因としてはボイラーの稼働集約化、硫酸転化器

廃熱ボイラーの新設、蒸気タービン増設、酸素プラント新設による効率向上（以上銅）、廃プ

ラスチックの利用（フェロニッケル）などが挙げられる。しかしながら電力の排出係数（購入

電力分原単位）の悪化と、生産増によりＣＯ２排出量は＋140 千ｔ、＋2.0%増加した。 

 

＝03→04＝ 

 2004 年度は対前年比でエネルギー原単位が１．9％悪化した。原因は休転の他に、事故による

予定外の操業停止などが重なり、銅の操業度が低下したためである。ＣＯ２排出量に関しては

電力の排出係数（購入電力分原単位）の好転と生産減により、－63 千ｔ、-1.2%と好転した。 

 

＝04→05＝ 

2005 年度は対前年比でエネルギー原単位が 4.2％好転した。若干の生産増加、電力の排出係数

（購入電力分原単位）の悪化があったが、省エネ努力と銅部門の稼働率向上により、エネル

ギー効率改善によりＣＯ２排出量も－129 千ｔ、-2.5%と好転した。 

 

＝05→06＝ 

2006年度は対前年比でエネルギー原単位が 4.0％好転した。3.5％の生産増加があったが、更なる省エネ
努力の他に、燃料発熱量の改訂、電力の炭素排出係数（購入電力分原単位）の改善にフェロニッケ 
ルの減産が加わった相乗効果によりＣＯ２排出量も－147 千ｔ、-2.9%と好転した。 

 

 

②ＣＯ２排出原単位の経年変化要因 

下図にエネルギー原単位とＣＯ２排出原単位の推移を示す。 

 

 

 

図４．エネルギー原単位とＣＯ２排出原単位の推移 
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表７．ＣＯ２排出原単位増減、下段は％、単位は t－ＣＯ２／t－生産量 

 

  
97 → 

98 

98 → 

99 

99 → 

00 

00 → 

01 

01 → 

02 

02 → 

03 

03 → 

04 

04 → 

05 

05 → 

06 
90 → 06

ＣＯ２排出原単位

の増減 

  

0.010 

0.5％ 

-0.044 

-2.2％ 

-0.056 

-3.0％ 

0.023

1.2％

0.021 

1.1％ 

0.024

1.5％

0.01 

0.3％ 

-0.056 

-2.9％ 

-0.117

-6.3％

-0.348 

-16.6％

事業者の省エ

ネ努力分 
0.079 0.021 0.188 0.023 -0.025 1.368 -0.047 -0.058 0.070 0.613 

燃料転換等に

よる変化 
-0.022 -0.060 0.003 0.033 -0.048 -0.001 -0.010 -0.002 -0.039  -0.107 

購入電力分原

単位変化 
-0.047 -0.005 -0.247 -0.055 0.319 -1.343 0.066 0.004 -0.148  -0.855

                

ＣＯ２排出原単位は、エネルギー原単位とほぼ同様の傾向を示して、減少してきている（図

４．）。１９９７年～２００１年度に対して、２００２年度～２００４年度は購入電力分原単

位の悪化によりＣＯ２排出原単位が増加傾向を示している（表７）。２００６年度に関しては、

電力の購入電力分原単位が２００５年度より好転した上、事業者の省エネ努力、フェロニッ

ケルの減産が加わり、ＣＯ２排出原単位は著しく下がった。 

 

（４）取組についての自己評価（２００６年度） 

 

１．銅：プロセスの集約化、大型化の効果が出ており、またプロセスが複雑な分、省エネの工夫の余地 

も大きいといえる。最近では未利用熱エネルギーの回収の取組が具体化してきている。エネルギー 

原単位指数（９０年を１とする）は９０年比 0.712、原単位は９０年比－２８．８％となっている。 

 

２．ニッケル：プロセスの抜本的な転換（乾式と湿式製錬を有するプロセスから、オール湿式製錬プ 

ロセスに転換。輸入したマットを原料にマットアノードを鋳造して電解精錬していたが、９２年 

以降はマット塩素浸出電解採取法(MCLE 法)により精製している。マットを塩素で浸出して電解採 

取で地金を得る手法で、ニッケル浸出率が高い上にエネルギー消費が少なく生産性が高い）によ 

り、大きな省エネ効果が得られた。エネルギー原単位指数は９０年比 0.702、原単位は９０年比 

－２９．８％となっている。 

３．フェロニッケル：鉱石の品位低下の傾向が続いている。２００６年度は減産もあり、エネルギー原 

単位指数は９０年比 1.068、原単位は９０年比＋６．８％となっている。原単位削減努力の一例と

しては、再生油を積極的に利用し、Ｃ重油を約４ｋＬ削減した。また廃プラスチックの利用にも積

極的に取組みキルン燃焼用の燃料の石炭を約２千 t削減した。 

 

４．鉛：鉛に関しては、９０年以降、生産量が減少しているのと、主な用途である自動車用バッテリー 

のリサイクル率が上がっているのがエネルギー原単位悪化の要因として考えられる。原単位指数は

９０年比 1.114、原単位は９０年比＋１１．４％となっている。原単位削減努力の一例としては、

熔鉱炉装入原料を変更し、炉内反応に必要な還元剤の必要量を減少させ、コークス使用量を約１．

５千 t削減した。 

 

５．亜鉛：ここ数年間はエネルギー原単位の改善が停滞しているが、熔鉱炉装入原料の前処理（焼結）

工程安定化や熔鉱炉操業の管理強化等によりコークス原単位を改善し、コークス使用量を６７０t

削減するなど、省エネ努力を積み重ねてきている。エネルギー原単位指数は９０年比 0.941、原単

位は９０年比－５．９％となっている。 
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（5）国際比較 

 

    図５．に銅精製工場（電解工場）のエネルギー原単位の国際比較を示す。 

 

＊２０００年度のデータ（日本鉱業協会調べ） 

＊エネルギー原単位（ＭＪ／t）をベースに日本を１００とした場合の比較 

＊各地域共に、特定の精製工場の個別ヒアリングにより得られた結果による平均値（全て

の工場をカバーできているわけではない）。 

 

Ⅲ．民生・運輸部門における取組の拡大 等 

 

＜民生・運輸部門への貢献＞ 

（１）業務部門（オフィスビル等）における取組 

   特に目標を定めていない。本データには含まれていないが、各社の本社も ISO14001 を取得

するなどして、省エネ活動に取り組んでいる。 

昼休み時の消灯、更衣室・廊下の減灯、高効率照明導入、冷暖房設定温度管理、事務所ヒー

トポンプエアコン導入、クールビズ励行、福利厚生の風呂用にヒートポンプ給湯器導入、社用

車のハイブリッド車へ切替、構内アイドリングストップ、ソーラーパネル設置、緑化推進等 

① 本社ビル等オフィスにおける削減目標と目標進捗状況 
【目標内容】 

  本年度は業界各社がビル管理会社にヒアリングし把握した内容について下記に掲載した。 

現在、特に目標を定めていないが、目標設定については今後の検討課題とする。 

 

【実績】 

 

    オフィス（本社）の CO２排出実績（９社計） 

 2006 年度 2008～2012 年度目標 

床面積（①）(千 m2) 34,058.91 － 

エネルギー消費量（②）(MJ) 59,875,564 － 

CO2 排出量（③）(千 t-CO2) 2.5339 － 

エネルギー原単位（②/①）(MJ/m2) 1758 － 

CO2 排出原単位（③/①）(kg-CO2/m2) 0.0744 － 

 

②業務部門における対策とその効果 

【業務部門における主な対策の実施状況】 

図５．銅精製工場のエネルギー原単位国際比較 
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削減効果（t-CO2／年） 
 対策項目 

累積分 今年度実施分 今後予定分 

昼休み時などに消灯を徹底する。 5.28 - 0.85 

退社時にはパソコンの電源OFFを徹底する。 4.96 0.1 0.21 

照明をインバータ式に交換する。 32.16 - - 

高効率照明に交換する。 26.49 - 2.37 

トイレ等の照明に人感センサーを導入する。 0.14 - - 

照明の間引きを行う。 0.08 - - 

照
明
設
備
等 

（その他に対策があれば追加） - - - 

冷房温度を28度に設定する。      17.67 0.4 2.7 

暖房温度を20度に設定する。 12.52 0.28 1.91 

冷暖房開始から一定時間、空調による外気取

り入れを停止する。 
2.17 0.08 0.55 

室内空気のＣＯ2濃度を管理して、空調による

外気取り入れを必要最小限にする。 
7.73 - 1.41 

氷蓄熱式空調システムの導入。 278.29 - - 

空
調
設
備 

（その他に対策があれば追加） - - - 

業務用高効率給湯器の導入 45.48 - - 

太陽光発電設備の導入 - - - 

風力発電設備の導入 - - - 

エ
ネ
ル
ギ
ー 

（その他に対策があれば追加） - - - 

窓ガラスへの遮熱フィルムの貼付 0.22 - - 

エレベータ使用台数の削減 - - - 

自動販売機の夜間運転の停止 - - 0.5 

建
物
関
係 

（その他に対策があれば追加） - - - 

 

 

（２）運輸部門における取組 

運輸部門のＣＯ２排出削減に繋がる個別企業の取組について、以下の事例はいずれも、当業 

界のＣＯ２削減量にはカウントされないが、物流業界のＣＯ２削減に貢献している。 

１）業務提携による物流の効率化 

同業者間での業務提携の取り組みが行われており、物流の効率化のため貢献している。 

業務提携により、複数の工場のうち、よりユーザーに近い工場から柔軟に製品供給を行う

ことにより物流の合理化を図っている。また船荷の集約化による配船の合理化効果も期待

されている。 

 

エム・エスジンク（亜鉛）：三井金属鉱業、住友金属鉱山 

アシッズ（硫酸）：住友金属鉱山、ＤＯＷＡホールディングス 

ジンクエクセル（亜鉛）：ＤＯＷＡホールディングス、三菱マテリアル 

パン・パシフィックカッパー（銅）：日鉱金属、三井金属鉱業 

 

上記の例はいずれも合弁企業の形で、業務の効率化を目的としている。一例として、エ

ム・エスジンクについて説明すると、同社は住友金属鉱山と三井金属鉱業の合弁企業で、

両者はエム・エスジンクから受託する形で亜鉛を製造する。この業務提携に伴い物流面で

も大きな合理化効果が得られている。例えば蒸留亜鉛に関しては、生産拠点は兵庫県の加

古川（住友）と青森県の八戸（三井系）の２ケ所であり、北海道のユーザーに兵庫県から

出荷し、また九州の顧客に青森県から出荷するようなことが実際に起こっていた。三井金
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属が大牟田で行っている製鋼ダストからの亜鉛回収の一部を四阪（住友）に移管し、大牟

田は焼却飛灰を原料とすることで、トータル（廃棄物の削減という側面だけではなく、亜

鉛原料の確保という点）での削減を見込めた。合弁会社発足後はこのような交差輸送が無

くなって、納入先により近い製造拠点から出荷するシステムが出来上がり、実質的な輸送

距離の大幅な削減に繋がった。さらに船を利用する場合には、従来別々の船を手配してい

たものが、船荷の集約化が出来るなどの効果も出ている。 

 

またパンパシフィックカッパー（株）の場合は日鉱金属、三井金属鉱業の合弁企業で、

銅の製造、販売における提携だけでなく、原料の調達、資源開発までを含めた業務範囲と

なっている。銅、硫酸等の販売物流については、パン・パシフィックカッパーにより双方

の生産箇所からの最適輸送化が継続的に行われている。また、原料調達物量に於いては、

同社と共同で、シッパー、スメルター、輸送会社共同によるサプライチェーンの構築によ

る物流効率化を展開中である。 

 

２）モーダルシフト 

各社ともモーダルシフトには力を入れており、日鉱金属の場合、佐賀関、日立の両工場

からアノードとアノード残滓の復荷輸送を実施し輸送量の削減を図る、佐賀関からの銅ス

ラグとインドネシアからの銅精鉱を往復輸送し空船輸送の距離を短くする取組等が報告さ

れている。   

＊モーダルシフト化率：輸送距離５００Ｋｍ以上の区間のうち、鉄道や海運の占める割合 

 

（３）民生部門への貢献 

特になし 

 

① 環境家計簿の利用拡大 
現時点では特に実施していないが、今後、業界の理事会、委員会、部会、機関誌等を通

じて環境家計簿の利用についての紹介とＰＲをしていきたい。 

 

＜リサイクルに関する事項＞ 

（４）リサイクルによるＣＯ２排出量増加状況 

・ ＣＯ２排出量抑制対策として廃棄物燃料の利用に積極的に取り組んでいる。 

・ また循環型社会の実現に向けて、廃棄物からの有価金属の回収、土壌改良事業などに積極 

的に取り組んでいる。家電リサイクルなどで廃棄物から有価金属を回収する上で、非鉄製 

錬業は重要な役割を担っている。家電リサイクル事業に於いては、フロンを燃焼するなど 

により燃料としてのＣＯ２排出量は増加しているが、非鉄金属事業とは別の事業であり非 

鉄金属のＣＯ２排出量には含めていない。 

 

１） 三菱マテリアル 

直島エコアイランドプロジェクトで豊島に不法投棄された産業廃棄物を直島製錬所

内に設けられた直島町の中間処理施設を経て、三菱マテリアルの有価金属リサイクル

施設で処理している。北海道エコリサイクルシステムズ、東日本リサイクルシステム

ズ、関西リサイクルシステムズなどに出資し、家電リサイクル事業に取り組んでいる。 
 

２） ＤＯＷＡホールディングス 

小坂、岡山でシュレッダーダストのリサイクル施設を稼働させ、サーマルリサイク

ルを含めたリサイクル事業に積極的に取組んでいる。フロンの回収破壊も行っており、
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２００５年度に破壊処理されたこれらのフロン類はＣＯ２換算でＰＦＣが約８，５０

０トン、ＨＦＣは約９，５００トン、その他フロンが約６０，０００トンで計７８，

０００トンに相当する。 
 

３） 東邦亜鉛 

乾電池のリサイクル事業に取組んでおり、ニカド電池に関しては全国の約５０％を

リサイクルしている。 

 

４） 日鉱金属 

日鉱環境、苫小牧ケミカルズ、日鉱敦賀リサイクル、日鉱三日市リサイクルなどに

佐賀関製錬所を加えた全国ネットワークを構築し、完全リサイクルによるゼロエミッ

ションの実現を目指している。 

 

５） その他 

亜鉛製錬各社は自動車用鉛バッテリーのリサイクルに積極的に取り組んでおり、今

では鉛の約５０％がリサイクルバッテリーを原料としている。リサイクル率の向上は

エネルギー原単位悪化の一因になっている。また、製綱用電炉ダストからの亜鉛回収

も、各社で実施している。 

 

＜その他＞ 

（５）省エネ・ＣＯ２排出削減のための取組・ＰＲ活動 

   

１）各社環境報告書を積極的に公表しており、以下の企業はインターネット上のホーム

ページで温暖化対策への取組状況を公開している。 

 

表８．２００５年度の非鉄各社の環境報告書等における温室効果ガス公表状況 

 

企業名 
温室効果ガス 

（千ｔ-ＣＯ２） 
備    考 

住友金属鉱山（株） １，２６２ 金属製錬部門 

三菱マテリアル（株） 

 

３，６７０ 

 

エネルギー起源ＣＯ２排出量（セメントも含む

全社）。 

２０１０年度ＣＯ２排出目標３８３．２万 

トン（９０年度比６％削減） 

日鉱金属（株） ６０４ 

全社（加工部門、リサイクル事業も含む）。２０

０５年度より電力のＣＯ２排出係数を０．５５

５に変更。 

ＤＯＷＡホールディングス １，２２０ 約 47%は廃棄物処理事業 

古河機械金属（株）       ２９ 殆どが産業機械部門 

三井金属鉱業（株） １，４００ 

製錬･素材部門 

２００５年度より電力のＣＯ２排出係数を０．

５５５に変更。 

 

 

２）地熱発電、水力発電などの再生可能エネルギーの開発にも取り組んでいる 

地熱開発５ケ所。地熱開発は、各社の保有する探査技術を活かして取り組んでいるも
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のだが、多くは地元の電力会社に蒸気を供給するか、又は電力を販売している。 

 

①澄川発電所：認可出力 50,000KW（三菱マテリアル／東北電力に蒸気を供給） 

②大沼発電所：認可出力 9,500KW（三菱マテリアル／東北電力に売電） 

③上の岱発電所：認可出力 28,800KW（秋田地熱エネルギー／東北電力に蒸気を供給） 

＊秋田地熱エネルギー：  

④柳津西山発電所：認可出力 65,000KW（奥会津地熱／東北電力に蒸気を供給） 

＊奥会津地熱：三井金属鉱業の子会社 

⑤大霧発電所：認可出力 30,000KW（日鉄鹿児島地熱／九州電力に蒸気を供給）    

＊日鉄鹿児島地熱：日鉄鉱業の子会社 

 

３）森林整備への取組 

森林は、災害防止や水資源の貯留をはじめとする多様な公益的機能を有しており、地球

温暖化防止に貢献するＣＯ２吸収源としての機能も注目されている。  

 

三菱マテリアルの森林経営は、もともと炭鉱・鉱山の坑木生産を目的に開始されていた

が、現在では地球環境保全の観点から、森林そのものの維持・整備に注力している。２０

０３年～２００５年度の整備状況は、それぞれ４５３ha、約５０３ha、約４１３haであり、

２００６年度は４９９．９haを予定するとともに、森林認証の取得準備を開始し、２００

９年度からの順次取得を目指している。また、直島製錬所では、長年にわたる製錬事業に

より周辺の植生に少なからず影響を与えてきたことから、毎年緑化を実施してきた。２０

０４年度は７．４haの緑化を実現し、２００５年度以降についても毎年５ha以上の植林を

目標にしている。また、２００３年に発生した山火事跡地への植栽ボランティアにも会社

を挙げて参加している。 

以 上 
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自主行動計画参加企業リスト 

日本鉱業協会 

企業名 事業所名 業種分類 CO2算定排出量※ 

第１種エネルギー管理指定工場（原油換算エネルギー使用量3000kl/年以上） 

三菱マテリアル（株） 直島製錬所 (14)銅 237,000(t-CO2)

小名浜製錬（株） 小名浜製錬所 (14)銅 334,000(t-CO2)

細倉金属鉱業（株）  (15)鉛 28,900(t-CO2)

佐賀関製錬所 (14)銅 286,000(t-CO2)
日鉱製錬（株） 

日立精銅工場 (14)銅 49,400(t-CO2)

日比共同製錬（株） 玉野製錬所 (14)銅 244,000(t-CO2)

三井金属鉱業（株） 竹原製錬所 (15)鉛 76,681(t-CO2)

彦島製錬（株）  (16)亜鉛 178,000(t-CO2)

神岡鉱業（株）  (15)鉛、(16)亜鉛 97,000(t-CO2)

八戸製錬（株）  (15)鉛、(16)亜鉛 424,000(t-CO2)

東予工場 (14)銅 310,900(t-CO2)

ニッケル工場  99,000(t-CO2)別子事業所 

四阪工場 (16)亜鉛 102,500(t-CO2)

住友金属鉱山（株） 

 

播磨事業所 (15)鉛、(16)亜鉛 326,150(t-CO2)

（株）日向製錬所  (13)鉄鋼 509,822(t-CO2)

安中製錬所 (16)亜鉛 270,000(t-CO2)東邦亜鉛（株） 

 契島製錬所 (15)鉛 114.909(t-CO2)

小坂製錬（株） 小坂製錬所 (14)銅、(15)鉛 124,373(t-CO2)

秋田製錬（株） 飯島製錬所 (16)亜鉛 410,984(t-CO2)

大平洋金属（株） 八戸本社（製造所） (13)鉄鋼 736,280(t-CO2)

（株）ＹＡＫＩＮ大江山 大江山製造所 (13)鉄鋼 権利保護請求中(t-CO2)

合 計           4,958,299 

※地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法、平成１０年法律第１１７号）の規定により、行政に報告し

た「エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素」の算定排出量を事業所毎に記載する。 

※温対法の温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度において、非開示とされた事業所においてはＣＯ２

算定排出量の記載は不要。 

※ＣＯ２排出量は、各事業所で買電している電力会社の二酸化炭素排出係数を使用し算定している。自主行

動計画におけるＣＯ２排出量とは必ずしも一致しない。非燃料起源のＣＯ２排出量を除外。 

 

＜業種分類－選択肢＞ 

(1)パルプ    (2)紙       (3)板紙     (4)石油化学製品    

(5)アンモニア及びアンモニア誘導品  (6)ソーダ工業品 (7)化学繊維 

(8)石油製品（グリースを除く）    (9)セメント      (10)板硝子     (11)石灰 

(12)ガラス製品  (13)鉄鋼     (14)銅      (15)鉛       (16)亜鉛 

(17)アルミニウム (18)アルミニウム二次地金      (19)土木建設機械 

(20)金属工作機械及び金属加工機械  (21)電子部品    (22)電子管・半導体素子・集積回路 

(23)電子計算機及び関連装置並びに電子応用装置    (24)自動車及び部品（二輪自動車を含

む）(25)その他 

（別紙１） 
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